
～ 長崎県内の私立高等学校等に

在学している生徒の保護者の皆様へ ～

長崎県では、すべての意志ある高校生等が安心して教育を受けられるよう、

低所得世帯の保護者に対し、授業料以外の教育費負担を軽減するために、奨学

給付金を支給します。

この給付金については、学校設置者に給付金に係る事務と受領を委任してい

ただき、保護者が納めるべき授業料以外の学校徴収金等に充当することといた

しておりますので、学校を通じて申請してください。

今回は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、特に入学時の負担が大

きい新入生に対する一部給付の前倒しの案内です。

１．支給要件

令和２年４月 1 日現在において、次のすべての要件を満たしていること

① 高校生等が、高等学校等就学支援金の支給対象校の１年生として在学してお

り、高等学校等就学支援金又は専攻科の生徒は高等学校等修学支援事業費補

助金の支給対象要件に該当していること（授業料全額減免のため受給してい

ない場合を含む）

② 保護者が長崎県内に住所を有すること

③ 保護者全員の道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税、生活保護

（生業扶助）受給世帯、もしくは４月までに保護者の失職等による家計急変で

道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税に相当する世帯であること

※上記支給要件を満たしていても、以下のいずれかに該当する場合は支給対象

となりません。

・令和２年４月 1 日現在、「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担

金について（平成 11 年４月 30 日厚生省発児第 86 号）」による措置費等

の支弁対象となる高校生等であって、見学旅行費又は特別育成費（母子生

活支援施設の高校生等を除く。）が措置されている場合

・他の都道府県から奨学のための給付金を受給する場合

・道府県民税所得割及び市町村民税所得割非課税世帯の判定において、保護

者の全員又は一部が市町村民税の賦課期日（１月１日）に日本国内に在住

していない等の理由により、道府県民税所得割及び市町村民税所得割額が

確認できない場合

       令和２年度  ※新１年生のみ対象

長崎県私立高等学校等奨学給付金について(早期給付)

別添６



２．支給金額

区分

高校生等１人あたりの給付額

支給対象経費
年額

今回支給額

(１/４)

生業扶助受給世帯の高校生等

（全ての課程共通）
５２，６００円 １３，１５０円

授業料以外の

教育に必要な

経費

道
府
県
民
税
所
得
割
及
び
市
町
村
民

税
非
課
税
世
帯
（
生
業
扶
助
受
給
世

帯
を
除
く
。）

４
月
ま
で
に
家
計
急
変
し
た
世
帯

通信制の高校生等

（第１子、第２子以降共通）
３８，１００円 ９，５２５円

通信制以外

の高校生等

第１子の

高校生等
１０３，５００円 ２５，８７５円

第２子以降

の高校生等
１３８，０００円 ３４，５００円

道
府
県
民
税
所
得

割
及
び
市
町
村
民

税
非
課
税
世
帯

専攻科の高校生等 ３８，１００円 ９，５２５円

※「第 1 子」及び「第 2 子以降」の区分は、別紙１「高校生等奨学給付金（世

帯構成別）」で確認してください。

※なお、７月～翌年３月分に相当する額については、７月１日現在の状況に基

づき支給の判断を行うため、改めて申請が必要です。(７月１日現在、支給の

対象でなかった場合も、４～６月分の返還を求めることはありません。)

３．申請方法

学校が定める期限までに、次の給付申請書等を学校へ提出してください。

なお、家庭状況に応じて記載書類の他に添付書類を求める場合がございますの

でご了承ください。

１．生業扶助（生活保護）受給世帯の高校生等(専攻科を除く)

ア 長崎県私立高等学校等奨学給付金支給申請書（様式第１号）



イ 生活保護（生業扶助）受給証明書

   ・令和２年４月１日以降に発行されたもの

ウ 委任状（様式第２号）

２．令和元年度道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税世帯で、第1

子の高校生及び専攻科に在籍する高校生等

ア 長崎県私立高等学校等奨学給付金支給申請書（様式第１号）

イ 保護者等全員の令和元年度（平成３０年中の所得）の課税証明書、非課税

証明書等

・給与所得者で勤務先以外からの収入がない場合は、勤務先から配付さ

れる「市町村民税・県民税の特別徴収額の決定・変更通知書」でも可

・自営業などの場合は、「市町村民税・県民税の納税通知」でも可

ウ 住民票謄本（筆頭者の記載のあるもの、続柄記載）

エ 委任状（様式第２号）

３．令和元年度道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税であり、15歳

（中学生を除く。）以上23歳未満の扶養されている兄弟、姉妹がいる世帯で、

第2子以降の高校生等

ア 長崎県私立高等学校等奨学給付金支給申請書（様式第１号）

イ 保護者等全員の令和元年度（平成３０年中の所得）の課税証明書、非課

税証明書等

・給与所得者で勤務先以外からの収入がない場合は、勤務先から配付され

る「市町村民税・県民税の特別徴収額の決定・変更通知書」でも可

・自営業などの場合は、「市町村民税・県民税の納税通知」でも可

ウ 住民票謄本（筆頭者の記載のあるもの、続柄記載）

  ・扶養する高校生等及び兄弟、姉妹（１５歳以上２３歳未満）のうち、保

護者等と別居し住民票を異動させている場合は、その者の住民票除票も

併せて添付すること

エ 令和２年４月１日現在の年齢が１５歳（中学生を除く。）以上２３歳未満

の者を扶養していることが確認できる健康保険証等の写し

・高校生等本人及び兄弟、姉妹（１５歳以上２３歳未満）の健康保険証の写し

※国民健康保険証の場合は、扶養者の保険証の写し、扶養誓約書（第１

号様式）を併せて提出すること



オ 委任状（様式第２号）

４．令和元年度道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税世帯で、通信

制の高校生等

ア 長崎県私立高等学校等奨学給付金支給申請書（様式第１号）

イ 保護者等全員の令和元年度（平成３０年中の所得）の課税証明書、非課税

証明書等

・給与所得者で勤務先以外からの収入がない場合は、勤務先から配付さ

れる「市町村民税・県民税の特別徴収額の決定・変更通知書」でも可

・自営業などの場合は、「市町村民税・県民税の納税通知」でも可

ウ 住民票謄本（筆頭者の記載のあるもの、続柄記載）

エ 委任状（様式第２号）

５．保護者の失職等により収入が激減し、 道府県民税所得割及び市町村民税所

得割が非課税である世帯に相当すると認められる世帯の高校生等

ア 長崎県私立高等学校等奨学給付金支給申請書（様式第１号）

イ 保護者等全員の収入が減少し、道府県民税所得割及び市町村民税所得割  

  が非課税である世帯に相当することが確認できる書類

  ①保護者等の家計急変の発生事由を証明する書類(離職票、雇用保険受給

資格者証、解雇通知書、破産宣告通知書、廃業等届出など)

  ②家計急変後の収入を証明する書類(会社作成の給与見込、直近の給与明   

   細、税理士又は公認会計士の作成した証明書類など)

   ※保護者等全員の令和元年度(平成３０年中の所得)の課税証明書、非課

税証明書についても提出をお願いします。

  ③保護者等の扶養親族の人数・年齢を確認するための書類(扶養親族分の

健康保険証の写し、扶養親族の記載が省略されていない課税証明書等)

  ④その他知事が必要と認める書類

  ※添付する書類については、個別にご相談ください。

ウ 住民票謄本（筆頭者の記載のあるもの、続柄記載）

エ 申請した翌月１日現在の年齢が１５歳（中学生を除く。）以上２３歳未満

の者を扶養していることが確認できる健康保険証等の写し

・高校生等本人及び兄弟、姉妹（１５歳以上２３歳未満）の健康保険証の写し

※国民健康保険証の場合は、保険証の写しと併せて、扶養者の保険証の写し、

扶養誓約書（第１号様式）を提出すること

オ 委任状（様式第２号）



４．問い合わせ先

学校または長崎県総務部学事振興課までお尋ねください。

＜長崎県総務部学事振興課＞

  〒850-8570  長崎市尾上町３－１                                

  電話 095-895-2282


